
   清須市ファミリーシップ宣誓制度実施要綱 

 

 （趣旨） 

第１条 この告示は、様々な理由により婚姻をすることができない者が、当該者等

が家族であることを誓う制度（以下「宣誓制度」という。）の実施に関し、必要な

事項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めると

ころによる。 

 ⑴ ファミリーシップ 互いを尊重し、日常生活において対等な立場で継続的に

責任をもって協力すると約した関係（以下「パートナーシップ」という。）にあ

る者又はパートナーシップにある者及び当該パートナーシップにある者のいず

れか一方の３親等内にある者その他市長がこれに準ずると認める者（以下「近

親者等」という。）が家族であると約した関係をいう。 

 ⑵ 宣誓 ファミリーシップにあることを市長に対して誓うことをいう。 

 ⑶ 申告 本市への転入前に、パートナーシップ・ファミリーシップ制度の自治

体間連携に関する協定を締結した他の地方公共団体（以下「連携自治体」とい

う。）において、宣誓と同様の行為をし、第５条第１項の規定により交付される

書類と同様の内容を記載した書類の交付を受けた者が、パートナーシップ又は

ファミリーシップにあることを市長に対して申し出ることをいう。 

 （宣誓及び申告の要件） 

第３条 宣誓又は申告をすることができる者は、パートナーシップにある者であっ

て、次の各号のいずれにも該当するものとする。 

 ⑴ 民法（明治２９年法律第８９号）第４条に規定する成年に達していること。 

 ⑵ 双方又は一方が市内に住所を有すること又は当該宣誓又は申告をしようとす

る日から３月以内に市内に転入する予定であること。 

 ⑶ 配偶者（婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事情にある者

（当該パートナーシップにある者を除く。）を含む。以下同じ。）がいないこと。 

 ⑷ 民法第７３４条から第７３６条までの規定により婚姻をすることができない

者（養子縁組により、婚姻をすることができない者を除く。）でないこと。 



 （宣誓） 

第４条 宣誓をしようとする者は、市長が指定する職員の面前においてファミリー

シップ宣誓書（第１号様式。以下「宣誓書」という。）を自ら記入し、次に掲げる

書類を添えて市長に提出し、宣誓をしなければならない。 

 ⑴ 市内に住所を有することを証明することができる書類（宣誓をしようとする

日前３月以内に発行されたものに限る。）又は市内に転入する予定であること

を証明することができる書類 

 ⑵ 配偶者がいないことを証明することができる書類（宣誓をしようとする日前

３月以内に発行されたものに限る。） 

 ⑶ 養子縁組により婚姻ができない者にあっては、その関係を証明することがで

きる書類 

 ⑷ 近親者等がある者にあっては、近親者等の記載に関する同意書（第２号様式）

（当該近親者等が１５歳以上である場合に限る。）及び当該パートナーシップ

にある者の近親者等であることを証明することができる書類（宣誓をしようと

する日前３月以内に発行されたものに限る。） 

 ⑸ その他市長が必要と認める書類 

２ 前項第４号に掲げる近親者等の記載に関する同意書は、当該近親者等が自ら記

入しなければならない。 

３ 前２項の規定にかかわらず、宣誓書の記入を自ら行うことができないと市長が

認める者にあっては、市長が適当と認める者に記入させることができる。 

４ 市長は、宣誓書の提出に際し、公的身分証明書を提示させることにより、当該

宣誓をしようとする者の本人確認を行うものとする。 

５ 宣誓をしようとする者は、原則として、あらかじめ当該宣誓をしようとする日

及び時間を市長に申し込まなければならない。 

 （申告） 

第４条の２ 申告をしようとする者は、ファミリーシップ宣誓継続申告書（第２号

様式の２。以下「申告書」という。）を自ら記入し、次に掲げる書類を添えて市長

に提出しなければならない。 

⑴  本市への転入前に連携自治体から交付を受けた次条第１項の規定により交

付される書類と同様の内容を記載した書類 



⑵ 市内に住所を有することを証明することができる書類（申告をしようとする

日前３月以内に発行されたものに限る。）又は市内に転入する予定であること

を証明することができる書類 

⑶ その他市長が必要と認める書類 

２ 前条第３項及び第４項の規定は、前項の規定による申告書の提出について準用

する。 

３ 第１項の規定による申告書を提出した者は、第４条第１項による宣誓書を提出

し、宣誓をしたものとみなす。 

 （受理証明書等の交付等） 

第５条 市長は、宣誓書の提出があったときは、その内容を確認し、適当と認めた

ときは、当該宣誓書を提出した者（以下「宣誓者」という。）に対し、ファミリー

シップ宣誓書受理証明書（第３号様式）及びファミリーシップ宣誓書受理証明カー

ド（第４号様式）（以下「受理証明書等」という。）を交付するものとする。 

２ 第１項の規定にかかわらず、宣誓者双方が本市に住所を有しない場合にあって

は、受理証明書等の交付に代えて、転入予定者受付票（第５号様式）を交付する

ものとする。 

３ 転入予定者受付票の有効期間は、宣誓書の提出があった日から３月とする。 

４ 転入予定者受付票の交付を受けた宣誓者は、当該宣誓者の双方又は一方が本市

に転入したときは、転入予定者受付票にその旨を証明することができる書類を添

えて、市長に提出しなければならない。 

５ 市長は、前項の規定により転入予定者受付票の提出があったときは、当該宣誓

者に対し、受理証明書等を交付するものとする。 

６ 市長は、受理証明書等の交付を受けた宣誓者の近親者等の申出により、当該近

親者等に対し、当該近親者等に関する事項が記載された受理証明書等を交付する

ことができる。 

 （通称名の使用） 

第６条 宣誓又は申告をしようとする者及びその近親者等は、当該宣誓をしようと

する者及びその近親者等の氏名に代えて通称名（当該者が日常生活において使用

する名称をいう。以下同じ。）を使用することができる。 

２ 前項の規定により通称名を使用しようとする者は、当該通称名を使用している



ことを確認することができる書類を市長に提示しなければならない。 

 （宣誓事項の変更） 

第７条 受理証明書等の交付を受けた宣誓者は、宣誓書に記載した事項に変更が

あったときは、ファミリーシップ宣誓書に関する変更届（第６号様式）に当該変

更があった事項を証明することができる書類及び受理証明書等を添えて、市長に

提出しなければならない。 

２ 第４条第４項の規定は、前項の規定による変更届の提出について準用する。 

 （近親者等に関する記載事項の削除） 

第８条 受理証明書等の交付を受けた近親者等（１５歳以上の者に限る。）は、受理

証明書等に記載された当該近親者等に関する事項を削除しようとするときは、

ファミリーシップ宣誓に関する申立書（第７号様式）に当該近親者等に交付され

た受理証明書等を添えて、市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の申立書の提出があったときは、当該近親者等に関する事項が記

載された受理証明書等を交付した者に対し、当該受理証明書等の返還を求めるも

のとする。 

３ 市長は、前項の規定により受理証明書等の返還があったときは、当該受理証明

書等を返還した者に対し、当該者の近親者等に関する事項を削除した受理証明書

等を交付するものとする。 

４ 第４条第４項の規定は、第１項の規定による申立書の提出について準用する。 

 （受理証明書等の再交付） 

第９条 受理証明書等の交付を受けた者は、受理証明書等を紛失し、毀損し、又は

汚損したときは、受理証明書等の再交付を受けることができる。 

２ 前項の規定により再交付を受けようとする者は、ファミリーシップ宣誓書受理

証明書等再交付申請書（第８号様式）に毀損し、又は汚損した受理証明書等を添

えて、市長に提出しなければならない。 

３ 第４条第４項の規定は、前項の規定による再交付申請書の提出について準用す

る。 

 （受理証明書等の失効等） 

第１０条 受理証明書等は、次の各号のいずれかに該当することとなったときは、

その効力を失う。 



 ⑴ パートナーシップが解消されたとき。 

 ⑵ 受理証明書等の交付を受けた宣誓者が市内に住所を有しなくなったとき。 

 ⑶ 受理証明書等の交付を受けた宣誓者のいずれか一方が死亡したとき（当該受

理証明書等に近親者等の記載がある場合を除く。）。 

 ⑷ 第８条第１項の規定による申立書の提出があったとき。 

 ⑸ 宣誓が無効となったとき。 

２ 受理証明書等の交付を受けた者は、当該受理証明書等がその効力を失ったとき

は、ファミリーシップ宣誓受理証明書等返還届（第９号様式）に当該受理証明書

等を添えて市長に提出しなければならない。ただし、本市から連携自治体へ転出

し、当該連携自治体において本市の宣誓制度と同様の制度を利用しようとする者

にあっては、当該連携自治体の長等を経由して当該受理証明書等を市長に返還す

ることができるものとする。 

３ 第４条第４項の規定は、前項の規定による返還届の提出について準用する。 

 （無効の宣誓） 

第１１条 次の各号のいずれかに該当する宣誓は、無効とする。 

 ⑴ 宣誓書に記載した事項に虚偽があることが判明したとき。 

 ⑵ 受理証明書等を不正に利用したことが判明したとき。 

 ⑶ 受理証明書等を偽造し、又は変造したとき。 

 （宣誓内容証明書の交付） 

第１２条 受理証明書等の交付を受けた者及び当該受理証明書等に記載された近親

者等は、ファミリーシップ宣誓内容証明書交付申請書（第１０号様式）を市長に

提出し、ファミリーシップ宣誓内容証明書（第１１号様式）の交付を受けること

ができる。 

２ 第４条第４項の規定は、前項の規定による申請書の提出について準用する。 

 （宣誓書の保存期間） 

第１３条 市長は、第４条第１項の規定により提出があった宣誓書を、当該宣誓に

係る効力が失効した日から５年間保存しなくてはならない。 

 （個人情報の保護） 

第１４条 市長は、この告示による事務の遂行のために収集した個人情報を適正に

管理し、及び宣誓者等の秘密を守るために必要な措置を講じなければならない。 



 （宣誓制度の周知等） 

第１５条 市長は、市民、事業者等が宣誓制度の趣旨を理解するとともに、これを

尊重し、公平かつ適切な対応をすることができるよう周知及び啓発に努めるもの

とする。 

２ 市長は、宣誓制度について、他の地方公共団体と必要な連携がなされるよう努

めるものとする。 

３ 市長は、施策の推進に当たっては、宣誓制度の趣旨を尊重し、宣誓者に十分配

慮するものとする。 

 （雑則） 

第１６条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

   附 則 

 この告示は、令和６年４月１日から施行する。 

この告示は、令和６年８月１日から施行する。 

 


